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第４次 第５次

165,874 165,874 138,490 138,490

1 総

総合計画、
その他の災
害対策に係
る計画調整

災害時に迅速な対応
するため地域防災計
画に基づく防災対策
を図る

関係部
局

義
務

総合計画及び地域防
災計画について防災
対策の見直しを図り
ました。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

1

総合計画、
その他の災
害対策に係
る計画調整

地域防災計画
の整備（水防
法改正等）

地域防災計画
の修正終了時
期

平成２１
年３月

平成２１
年３月

地域防災計画
の整備（水防
法改正等）

地域防災計画
の修正終了時
期

平成２２
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1

総合計画、
その他の災
害対策に係
る計画調整

各部局災害時
応急対応マ
ニュアルの整
備

各部局提出の
協議回数

１５回 １５回

各部局災害時
応急対応マ
ニュアルの整
備

各部局提出の
協議回数

１５回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
防災教育指
導員の設置

防災に対する知識や
技術を指導させ地域
等の防災力強化を図
る

住民
政
策

150

指導員の導入は限ら
れた期間となりまし
たが、その方向性が
見いだせるものとな
りました。

Ｃ 1,200 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

2
防災教育指
導員の設置

自主防災組織
の教育指導

防災訓練等の
指導日数

１２０日 １５日 150
自主防災組織
の教育指導

防災訓練等の
指導日数

１２０日 1,200 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 総
防災会議の
開催

地域防災計画を作成
し、災害に関する情
報の収集を図る

会議委
員

義
務

30
地域防災計画の修正
等に伴う防災会議を
実施しました。

Ｂ 404
現状維

持
なし 維持

3
防災会議の
開催

防災会議の開
催

防災会議の実
施回数

年２回 年１回 30
防災会議の開
催

防災会議の実
施回数

年２回 404
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4 総
災害対策本
部の設置

災害時における指示
及び情報の収集を図
る

本部委
員

義
務

24
年間を通じ設置可能
な対応をしました。 Ａ 60 2

災害対策マ
ニュアル整備
事業

現状維
持

なし
増
や
す

4
災害対策本
部の設置

災害対策本部
の調整

災害対策本部
の設置が可能
な日数

３６５日 ３６５日
災害対策本部
の調整

災害対策本部
の設置が可能
な日数

３６５日 2
災害対策マ
ニュアル整備
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4
災害対策本
部の設置

災対本部の整
備

設置に伴う整
備期限

平成２１
年３月

平成２１
年３月

24
災対本部の整
備

設置に伴う整
備期限

平成２２
年３月

60 2
災害対策マ
ニュアル整備
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4
災害対策本
部の設置

図上訓練の実
施

図上訓練の実
施回数

各部年２
回

各部年２
回

図上訓練の実
施

図上訓練の実
施回数

各部年２
回 2

災害対策マ
ニュアル整備
事業

不
可

必
要

可
不
可

無 有り 22
平成２２年度より民
間のノウハウまたは
システムを活用

増
や
す

5 総
地震災害警
戒本部の設
置

災害時における指示
及び情報の収集を図
る

本部委
員

義
務

0
年間を通じ設置可能
な対応をしました。 Ａ 110

現状維
持

なし 維持

5
地震災害警
戒本部の設
置

地震災害警戒
本部の調整

地震災害警戒
本部の設置が
可能な日数

３６５日 ３６５日 0
地震災害警戒
本部の調整

地震災害警戒
本部の設置が
可能な日数

３６５日 110
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6 総
災害時飲料
水対策事業

災害時における飲料
水の確保を図る

住民
施
管

1,109

１基についての清掃
を実施し、修繕は１
基を追加して実施し
ました。

Ａ 1,407 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6
災害時飲料
水対策事業

１００㌧水槽
の清掃

１００㌧水槽
の清掃対象数

８基中１
基
（年間）

８基中１
基

767
１００㌧水槽
の清掃

１００㌧水槽
の清掃対象数

８基中１
基
（年間）

882
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6
災害時飲料
水対策事業

１００㌧水槽
の修繕

１００㌧水槽
の修繕対象数

１基 ２基 342
１００㌧水槽
の修繕

１００㌧水槽
の修繕対象数

１基 525
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

実施計画
事業名

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値 実績値

活動

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

活動量・サービス量の達成状況実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

実績

活動ごとの
決算額

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

防災対策課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

防災対策課
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165,874 165,874 138,490 138,490

実施計画
事業名

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値 実績値

活動

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

活動量・サービス量の達成状況実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

実績

活動ごとの
決算額

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

防災対策課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

防災対策課

7 総
水防対策事
業

水害による被害を軽
減し、公共の安全を
図る

住民
政
策

1,024

水防マニュアルの整
備を実施し、関係業
務について十分な対
応をすることができ
ました。

Ａ 1,141 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

7
水防対策事
業

車両の整備・
管理

車両の整備回
数

年２回
２台各年
２回

473
車両の整備・
管理

車両の整備回
数

年２回 555
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
水防対策事
業

情報システム
の管理運営

気象情報・河
川水位情報の
提供日数

３６５日 ３６５日 551
情報システム
の管理運営

気象情報・河
川水位情報の
提供日数

３６５日 586
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
水防対策事
業

風水害等災害
応急配備体制
の調整

風水害等災害
応急配備可能
日数

３６５日 ３６５日
風水害等災害
応急配備体制
の調整

風水害等災害
応急配備可能
日数

３６５日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
水防対策事
業

水防対策訓練
の実施

２市１町によ
る図上訓練の
実施

年１回
６月２４
日（１
回）

水防対策訓練
の実施

２市１町によ
る図上訓練の
実施

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7
水防対策事
業

マニュアルの
整備

水防マニュア
ルの作成

平成２０
年７月

７月（マ
ニュアル
の整備）

8 総
防災情報モ
バイルサイ
ト事業

防災気象情報を携帯
電話で提供すること
で、より多くの情報
伝達が得られる

住民
政
策

携帯電話版
防災気象情
報

5,645

水害・水防対策支援
サービスシステムの
契約により、気象情
報等の提供の対応を
しました。

Ａ 6,174 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

8
防災情報モ
バイルサイ
ト事業

公式ＨＰによ
る防災情報の
提供

システムの運
用

３６５日 ３６５日 5,645
公式ＨＰによ
る防災情報の
提供

システムの運
用

３６５日 6,174
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

9 総
急傾斜地対
策の調整に
関すること

急傾斜地の把握及び
調査を行う

土地所
有者

政
策

関係機関等との合同
パトロールを実施
し、情報の共有化を
図ることができまし
た。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

9
急傾斜地対
策の調整に
関すること

急傾斜地の把
握及び調査

急傾斜地のパ
トロールの実
施

５月～６
月

５月２日
実施

急傾斜地の把
握及び調査

急傾斜地のパ
トロールの実
施

６月実施
（関係機
関等との
情報の共
有化）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10 総
自衛官募集
に関するこ
と

自衛官募集を広報活
動により市民に周知
を図る

住民
義
務

関係機関と連携して
対応することができ
ました。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

10
自衛官募集
に関するこ
と

自衛官の募集
広報紙への掲
載回数

年４回 年３回 自衛官の募集
広報紙への掲
載回数

年４回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10
自衛官募集
に関するこ
と

自衛官の募集
懸垂幕での周
知回数

年１回 年１回 自衛官の募集
懸垂幕での周
知回数

年１回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10
自衛官募集
に関するこ
と

自衛官の募集
に係る調整

担当者会議へ
の出席回数

年１回 年１回
自衛官の募集
に係る調整

担当者会議へ
の出席回数

年１回 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11 総
国民保護訓
練の実施

武力攻撃事態におけ
る対処能力の向上を
図るため実践的な訓
練を実施

職員及
び市民

義
務

国民保護訓
練

国民保護対
策事業

0
国及び県との連携の
必要性から協議・調
整を行いました。

Ｂ 474 6
国民保護訓練
の実施

現状維
持

なし 維持
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11
国民保護訓
練の実施

国民保護訓練
の実施

図上訓練回数 年１回 なし 0
国民保護訓練
の実施

図上訓練回数 年１回 120 6
国民保護訓練
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
国民保護訓
練の実施

国民保護訓練
の実施

情報収集訓練
回数

年１回 なし 6
国民保護訓練
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11
国民保護訓
練の実施

国民保護訓練
の実施

職員参集訓練
回数

年１回 なし 6
国民保護訓練
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11
国民保護訓
練の実施

国民保護協議
会の開催

協議会の実施
回数

年２回 なし 0
国民保護協議
会の開催

協議会の実施
回数

年２回 248 6
国民保護訓練
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
国民保護訓
練の実施

国民保護協議
会幹事会の開
催

幹事会の実施
回数

年２回 なし 0
国民保護協議
会幹事会の開
催

幹事会の実施
回数

年２回 106 6
国民保護訓練
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
国民保護訓
練の実施

実施要領の整
備

基本パターン
の作成

平成２１
年３月

検討段階
実施要領の整
備

基本パターン
の作成

平成２２
年３月 6

国民保護訓練
の実施

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11
国民保護訓
練の実施

マニュアルの
整備

各種マニュア
ルの作成

平成２１
年３月

検討段階
マニュアルの
整備

各種マニュア
ルの作成

平成２２
年３月 6

国民保護訓練
の実施

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12 総
国民保護対
策本部の設
置

武力攻撃事態におけ
る情報交換及び連絡
調整を図る

本部委
員

義
務

国及び県との連携の
必要性から協議・調
整を行いました。

Ａ 6
国民保護訓練
の実施

現状維
持

なし
予算
なし

12
国民保護対
策本部の設
置

国民保護対策
本部の調整

国民保護対策
本部の設置

３６５日 ３６５日
国民保護対策
本部の調整

国民保護対策
本部の設置

３６５日 6
国民保護訓練
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総
緊急対処事
態対策本部
の設置

緊急対処事態におけ
る情報交換及び連絡
調整を図る

本部委
員

義
務

年間を通じ設置可能
な対応をしました。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

13
緊急対処事
態対策本部
の設置

緊急対処事態
対策本部の調
整

緊急対処事態
対策本部の設
置

３６５日 ３６５日
緊急対処事態
対策本部の調
整

緊急対処事態
対策本部の設
置

３６５日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
防災訓練事
業

総合防災訓練の計画
立案

地域住
民

政
策

1,760
荒天により内容を大
幅に変更して実施し
ました。

Ｂ 3,771 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

14
防災訓練事
業

総合防災訓練
の計画立案・
実施

総合防災訓練
の実施回数

年１回 年１回 1,760
総合防災訓練
の計画立案・
実施

総合防災訓練
の実施回数

年１回 3,771 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 21
平成２０年度より嘱
託職員を活用済

維持

15 総
防災講話の
開催

地震などの自然災害
に対する防災思想の
普及を図る

希望住
民

政
策

防災講座事
業

防災講座推
進事業

168

開催の実施回数は目
標値に及びませんで
したが、講座内容に
ついては充実したも
のとなりました。

Ｂ 220 完 低 高 低

休・廃
止に向
けて検

討

なし
減
ら
す

15
防災講話の
開催

防災講話の開
催

防災講座の実
施回数

年２０回 年８回 168
防災講話の開
催

防災講座の実
施回数

年２０回 220 済
必
要

済 済 無 なし
減
ら
す

16 総
防災資機材
整備事業

県の被害想定に基づ
き、防災資機材等の
備蓄整備を図る

住民
政
策

防災資機材
整備事業

防災資機材
整備事業

88,241

関係機関との協議が
整い１６件の締結を
行い、防災資機材等
については十分な整
備が実施できまし
た。

Ａ 40,479 5
防災資機材整
備事業

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す
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③
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③
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②
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16
防災資機材
整備事業

協定の整備
新規協定の締
結件数

年１件 年16件 協定の整備
新規協定の締
結件数

年１件 5
防災資機材整
備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16
防災資機材
整備事業

備蓄品の整備
備蓄食糧（乾
燥米飯）の購
入数

5,000食 7,000食 22,149 備蓄品の整備
備蓄食糧（乾
燥米飯・おか
ゆ）の購入数

14,000
食

20,753 5
防災資機材整
備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

16
防災資機材
整備事業

防災資機材の
整備

備蓄トイレの
購入台数

年１６台 年８６台 66,092
防災資機材の
整備

備蓄トイレの
購入台数

年７０台 19,726 5
防災資機材整
備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

17 総
防災倉庫整
備事業

既存防災倉庫等更新
し災害時に必要な資
機材の保管を図る

住民
政
策

防災倉庫整
備事業

防災倉庫整
備事業

8,260

防災倉庫の状況等を
調査・把握して対応
することができまし
た。

Ａ 5,217 7
防災倉庫整備
事業

未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

17
防災倉庫整
備事業

防災倉庫の整
備（更新・新
規）

防災倉庫の更
新・新規整備
数

５基 ３基 7,765
防災倉庫の整
備（更新・新
規）

防災倉庫の更
新・新規整備
数

２基 4,800 7
防災倉庫整備
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

17
防災倉庫整
備事業

防災倉庫の整
備（修繕）

防災倉庫の修
繕数

３基 ４基 495
防災倉庫の整
備（修繕）

防災倉庫の修
繕数

２基 417 7
防災倉庫整備
事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

18 総
自主防災組
織育成事業

自主防災組織の育成
を図る

自主防
災組織

政
策

17,222

地域の方々のご協力
を得て自主防災組織
の育成に取り組むこ
とができました。

Ａ 14,158 1
自主防災組織
育成事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

18
自主防災組
織育成事業

自治会連合会
防災訓練の実
施

自治会連合会
防災訓練の実
施回数

１２回
（年間）

１２回
（年間）

3,061
自治会連合会
防災訓練の実
施

自治会連合会
防災訓練の実
施回数

１２回
（年間）

2,190 1
自主防災組織
育成事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

18
自主防災組
織育成事業

防災研修会の
開催

防災研修会の
実施回数

１回
（年間）

１回
（年間）

69
防災研修会の
開催

防災研修会の
実施回数

１回
（年間）

90 1
自主防災組織
育成事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

18
自主防災組
織育成事業

防災リーダー
の育成

防災リーダー
養成研修会の
参加人数

１８０人 １４２人 5,352
防災リーダー
の育成

防災リーダー
養成研修会の
参加人数

１８０人 2,833 1
自主防災組織
育成事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

18
自主防災組
織育成事業

自主防災組織
への資機材購
入補助

補助団体数
１３１団
体

１０５団
体

8,681
自主防災組織
への資機材購
入補助

補助団体数
１３１団
体

9,000 1
自主防災組織
育成事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

18
自主防災組
織育成事業

自主防災組織
及び配備職員
等との避難所
打合せの実施

避難所打合せ
の実施回数

３１回 ３１回

自主防災組織
及び配備職員
等との避難所
打合せの実施

避難所打合せ
の実施回数

３１回 1
自主防災組織
育成事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18
自主防災組
織育成事業

配備職員を対
象とした防災
訓練の実施

防災訓練の実
施回数

１３回 １３回
配備職員を対
象とした防災
訓練の実施

防災訓練の実
施回数

１３回 1
自主防災組織
育成事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18
自主防災組
織育成事業

配備職員を対
象とした研修
会の開催

研修会の開催
回数

１回 １回 0
配備職員を対
象とした研修
会の開催

研修会の開催
回数

１回 1
自主防災組織
育成事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18
自主防災組
織育成事業

女性消防隊の
育成

女性消防隊の
訓練・育成回
数

２回
（年間）

１回
（年間）

59
女性消防隊の
育成

女性消防隊の
訓練・育成回
数

２回
（年間）

45 1
自主防災組織
育成事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19 総
街頭消火器
整備事業

地震による火災の初
期消火を図る

住民
政
策

8,778

街頭消火器の現状を
調査・把握し対応す
ることができまし
た。

Ａ 7,683 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持
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19
街頭消火器
整備事業

街頭消火器の
管理・詰替え

街頭消火器の
詰替え本数

５５０本 ５５０本 8,778
街頭消火器の
管理・詰替え

街頭消火器の
詰替え本数

５５０本 7,683
不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22
所管替の検討が必要
です。

維持

20 総
災害用案内
板整備事業

災害用避難案内板の
更新及び維持管理を
図る

住民
政
策

避難標識整
備事業

避難標識整
備事業

2,489

災害用案内板等につ
いて現状を調査・把
握し対応することが
できました。

Ａ 2,410 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

20
災害用案内
板整備事業

避難案内板等
の整備（修
繕）

既存案内板の
整備数

１基 １基 13
避難案内板等
の整備（修
繕）

既存案内板の
整備数

１基 200 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 21 再任用職員等の活用 維持

20
災害用案内
板整備事業

避難案内板等
の整備（更
新）

標識及び案内
板の整備数

３９基 ３５基 2,476
避難案内板等
の整備（更
新）

標識及び案内
板の整備数

４基 2,210 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 21 再任用職員等の活用 維持

21 総
災害応急対
策事業

水害による被害の応
急対応を図る

建設協
会

政
策

0
風水害の対応につい
て常に体制を整え、
対処しました。

Ａ 578 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

21
災害応急対
策事業

風水害の対応
に備える

風水害の対応
可能日数

３６５日 ３６５日 0
風水害の対応
に備える

風水害の対応
可能日数

３６５日 578
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

22 総
津波対策訓
練事業

関係機関との連携や
協力体制の検証を行
い、海岸周辺住民や
海岸利用者への啓発
普及活動を図る

住民
政
策

津波対策訓
練等実施事
業

津波対策訓
練事業

隔年実施している本
事業について、次年
度に向けた準備・検
討を行うことができ
ました。

Ａ 36 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

22
津波対策訓
練事業

次年度訓練内
容検討

次年度訓練内
容検討時期

３月末 ３月末
津波対策訓練
の実施

津波対策訓練
実施回数

年１回 36
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23 総
地域防災無
線整備事業

地域防災無線網の整
備を図る

住民
政
策

地域防災無
線整備事業

地域防災無
線整備事業

3,015

地域防災無線につい
て現状を把握し、点
検・保守に努めまし
た。

Ａ 4,472 未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

23
地域防災無
線整備事業

地域防災無線
の管理（点
検・保守）

地域防災無線
数

８３本 ８３本 3,015
地域防災無線
の管理（点
検・保守）

地域防災無線
数

８３本 3,359
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

23
地域防災無
線整備事業

地域防災無線
の整備

地域防災無線
修繕箇所

２箇所 ０箇所 0
地域防災無線
の整備

地域防災無線
修繕箇所

２箇所 1,113
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

24 総
防災行政用
無線整備事
業

災害時の情報伝達と
して防災行政無線の
維持管理を行う

住民
政
策

防災行政用
無線屋外拡
声子局整備
事業

防災行政用
無線屋外拡
声子局整備
事業

5,845

防災行政用無線につ
いて現状を把握し、
点検・保守に努めま
した。

Ａ 7,719 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

24
防災行政用
無線整備事
業

防災無線の整
備・管理

防災行政用無
線の点検保守
箇所

１１２局 １１２局 5,845
防災無線の整
備・管理

防災行政用無
線の点検保守
箇所

１１３局 7,719
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

25 総
防災行政通
信網整備事
業

既存の県防災行政無
線システムを改良
し、関係機関との綿
密な連絡連携を図る

関係機
関

義
務

神奈川県防
災行政通信
網整備事業

5,606

防災行政用無線の通
信機器について現状
を把握し、その更新
に努めました。

Ａ 987
現状維

持
なし 維持

25
防災行政通
信網整備事
業

通信機器の整
備

通信機器の更
新時期(継続)

平成２１
年３月

平成２１
年３月

5,606
通信機器の維
持・管理

システムの運
用

３６５日 987
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

26 総

防災行政用
無線屋外拡
声子局整備
事業

災害時の情報伝達と
して防災行政無線屋
外子局のデジタル化
を図る

住民
政
策

防災行政用
無線屋外拡
声子局整備
事業

防災行政用
無線屋外拡
声子局整備
事業

8,080

防災行政用無線拡声
子局について新規設
置を実行して整備を
しました。

Ａ 9,200 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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①
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費
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①
目
的
達
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活動
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④
市
民
協
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③
成
果

事業の
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改善の内容

⑤
そ
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他

③
民
間
活
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②
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必
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④
継
続
性

防災対策課

26

防災行政用
無線屋外拡
声子局整備
事業

子局の整備 新規設置箇所 １基 １基 8,080 子局の整備 新規設置箇所 １基 9,200 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27 総

防災行政用
無線戸別受
信機整備事
業

戸別受信機をカラー
液晶画面での文字情
報伝達により、確実
な情報提供を図る

自主防
災会等

政
策

防災行政用
無線戸別受
信機の整備

防災行政用
無線戸別受
信機整備事
業

7,897

地域情報配信システ
ムについて戸別受信
機を計画的に増設
し、既存の受信機の
点検・保守を実施し
ました。

Ａ 9,774 8
防災行政用無
線戸別受信機
整備事業

未 高 高 高 拡大 なし 維持

27

防災行政用
無線戸別受
信機整備事
業

戸別受信機の
整備

増設台数 ４６台 ４６台 3,255
戸別受信機の
整備

増設台数 ４６台 3,311 8
防災行政用無
線戸別受信機
整備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27

防災行政用
無線戸別受
信機整備事
業

戸別受信機の
管理

戸別受信機の
点検保守箇所

２４６台 ２４６台 4,642
戸別受信機の
管理

戸別受信機の
点検保守箇所

２９２台 4,700 8
防災行政用無
線戸別受信機
整備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27

防災行政用
無線戸別受
信機整備事
業

戸別受信機シ
ステム改修

運用開始
平成２１
年８月

1,763 8
防災行政用無
線戸別受信機
整備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

28 総
災害障害見
舞金支給事
業

災害応急活動中に係
る損害の補償等図る

協力者
政
策

0
災害発生時に対応で
きるよう常に体制を
整えて備えました。

Ａ 70 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

28
災害障害見
舞金支給事
業

災害活動中に
おける経費

災害発生時対
応可能日数

３６５日 ３６５日 0
災害活動中に
おける経費

災害発生時対
応可能日数

３６５日 70
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

701 総

洪水・津波
ハザード
マップの活
用

全戸配布し地域の防
災力向上や被害軽減
に役立てる

住民
政
策

478

ハザードマップの活
用のため市民への周
知・配布等を実施す
るとともに、関係各
所にも配布し、周知
に努めました。

Ａ

701

洪水・津波
ハザード
マップの活
用

ハザードマッ
プの配布

配布時期
平成２０
年６月

平成２０
年５月

478

29 総
災害対策調
整事務

他市町村及び関係機
関との調整を図る

関係機
関

内
部

53

災害対策調整等のた
め、県、各種協議
会、他市町村及び関
係機関との連携を深
めるよう努めまし
た。

Ａ 53
現状維

持
なし 維持

29
災害対策調
整事務

大規模災害対
策の調整

協議会等への
出席回数

年１０回 年９回 53
大規模災害対
策の調整

協議会等への
出席回数

年１０回 53
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

29
災害対策調
整事務

不測の事態の
災害対策調整

県との合同図
上訓練の実施
回数

年１回 年２回
不測の事態の
災害対策調整

県との合同図
上訓練の実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29
災害対策調
整事務

災害対策の調
整

他市町村及び
関係機関との
連絡調整回数

年６回 年６回
災害対策の調
整

他市町村及び
関係機関との
連絡調整回数

年６回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 総
防災行政用
無線整備事
業

災害時の情報伝達と
して全国瞬時警報シ
ステムの整備を図る

住民
政
策

防災行政用
無線整備事
業

20,000 3
防災行政用無
線整備事業

未 高 高 高
現状維

持
なし

減
ら
す

30
防災行政用
無線整備事
業

全国瞬時警報
システムの整
備

運用開始
平成２１
年８月

20,000 3
防災行政用無
線整備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す
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③
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③
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②
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31 総
職員参集シ
ステム整備
事業

災害発生時における
職員の安否確認及び
人員配置や体制の確
立を図る

職員
政
策

職員参集シ
ステム整備
事業

693 4
職員参集シス
テム整備事業

未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

31
職員参集シ
ステム整備
事業

職員参集シス
テム整備事業
費

運用開始
平成２１
年８月

693 4
職員参集シス
テム整備事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す


